ベーシック・インカムと労働を巡る問題の一考察
ワークフェアの歴史をもとに
　小林 勇人（立命館大学衣笠研究機構）
１．はじめに
近年ベーシック・インカム（Basic Income: BI）を巡る議論において、所得保障を構想する際に労働を条件付けるかどうかが一つの争点になっている。他方で、給付付き税額控除のように税制度を通した所得保障も注目されている。このようななかで本報告は、給付付き税額控除の一つである勤労所得税額控除も視野にいれながら、アメリカのニクソン政権下の福祉改革案を中心にワークフェアの歴史（小林2008）を考察することによって、BIと労働を巡る問題に対する含意を明らかにする。
２．ニクソンの福祉改革案

「ワークフェア」という語が全米で注目されるようになったのは、1969年にニクソン大統領によって抜本的な福祉改革案である「家族支援計画（Family Assistance Plan: FAP）」が提案されてからであった。ここでいう福祉とは、公的扶助の一範疇である「要扶養児童家族扶助(Aid to Families with Dependent Children: AFDC）」を指した。AFDCは、扶養が必要な児童のいる貧困家族への現金扶助であり、受給者の大半はシングル・マザーが世帯主の家族であった。

　1960年代のアメリカでは、公民権運動や福祉権運動の進展などによって失業・貧困問題の解決が求められ、連邦政府はAFDCを拡大することによって対応した。そのため1960年代後半から福祉受給者数が急増し、州・地方政府の財政を逼迫することが問題となっていた。
他方で貧困が「再発見」されるなかワーキング・プアの存在が明らかになってきたが、そのような家族は社会保険でも公的扶助でも想定されていなかったため制度的対応はなかった。そのためワーキング・プアの家族において、父親の遺棄によって母子が福祉を受給することや世帯主が働くことをやめて福祉を受給することなどが問題視されていた。

　これらの問題に対してFAPでは、ワーキング・プアをも含めて貧困層に扶助の対象を拡大する一方で、就労要請と就労インセンティブを強化し就労可能な受給者の就労努力を促すことによって、受給者数の減少が意図された。FAPは、全米に大論争を引き起こしながら、連邦議会において3年余りにわたって二度審議されたが、結局成立には至らなかった。

一度目の審議でFAPは、下院議会を通過したものの、上院財政委員会で「給付水準が低すぎ、就労要請が厳格すぎる」とするリベラル派と「費用が高すぎる」とする保守派によって否決され、上院議会を通過できなかった。この審議過程においてFAPの就労インセンティブ効果が疑問視され、就労可能な受給者の就労努力を高めるために就労要請が注目されるようになった。
二度目の審議において、FAPは大幅に修正されて議論された。修正後のFAPでは、就労要請が厳格化されるとともに、最終的には政府が雇い主となって雇用機会を提供するなど雇用プログラムが拡充された。下院議会通過後、上院議会の審議において、よりリベラルな対案（リビコフ案）やより保守的な対案（ロング案）が提案される一方で、AFDCが就労要請を厳格化するよう改正されたことなどもあって、結局FAPは否決されることになった。
３．勤労所得税額控除の起源
　FAPの二度目の審議の際に、上院財政委員会の委員長であるロングによって提案された対案（ロング法案）は、ワークフェア法案と呼ばれ注目を集めた。同法案は、扶養児童が6歳未満ではない就労可能な父親あるいは母親が世帯主の家族は、もはやAFDCの受給資格を失い、これらの家族の世帯主が民間企業で職に就けない場合は、連邦政府が保証する仕事に就く資格を得る、というものであった。すなわち、扶養児童が6歳未満の者を除いて就労可能な者は、たとえ扶助が必要な状況にあっても、もはや現金扶助を受給することはできなくなり、その代わりに働かなければならないことを意味した。
　ロング法案では、就労可能であるが民間企業で職に就けない者に対して現金扶助は給付されないので、就労困難な層への対策が必要となる。そのため同案の核には就労困難な層に対する大規模な公的雇用プログラムがあった。だが公的機関での雇用の必要性を最低限に抑制するために、賃金は極めて低水準に設定された。他方で、民間企業の低賃金労働者に対して賃金補助や賃金の10％相当の「労働ボーナス」が提唱された。労働ボーナスは還付可能な税額控除であるため、税額の算出の際に労働ボーナスの額を控除して税額がマイナスになった場合にはマイナス分が給付された。
　FAPと同様ロング法案は否決されたため、労働ボーナスは実現しなかった。しかし、ロングは労働ボーナス案の実現にこだわり、1973年と1974に提案してともに否決されるものの、労働ボーナス案は「勤労所得税額控除（Earned Income Tax Credit: EITC）」に引き継がれて1975年に成立した。労働ボーナスは、カリフォルニア州知事レーガンから付随的な影響を受けつつも、税制度を通してワーキング・プアを支援するというアイディア自体は、ニクソンの福祉改革案から着想を得ていた（Howard 1997: 68）。すなわち、EITCの起源はロング法案さらにはそれに影響を与えたFAPにあった。
４．ベーシック・インカムと労働を巡る問題に対する含意
　FAPは、ワーキング・プアへの所得保障も含むため保証所得（Guaranteed Income）的な要素を持つとともに、受給者の就労インセンティブを高めるために「負の所得税（Negative Income Tax）」のアイディアを部分的に取り入れていたが、就労要請を伴うためにBIとは根本的に異なる。しかし、就労要請は実施に困難を伴い形骸化される怖れもあるため、保守派にとってFAPはBI（正確には保証所得）に見え、就労要請の厳格化が求められたといえよう。

他方でEITCは、負の所得税を経て「BIに至る道」への第一歩、あるいは条件付のBIとして整理されることもあるが、その系譜からみてもワークフェアとして理解される必要がある。すなわちEITCは、就労可能であるが就労しない福祉受給者を冷遇するとともに就労しているが貧困なワーキング・プアを優遇するという構想の中から現れたのであり、所得保障に労働を条件付けるものである。
以上から導かれる含意として、第一に、就労可能な者に労働を条件付けることなく所得保障を行うことの困難さを挙げることができる。第二に、BIが就労可能な者に対する所得保障のあり方について議論を喚起することによって、既存の公的扶助が縮小される可能性に留意しなければならない。他方で、第三に、FAPが考案された背景にある福祉権運動の進展にみられるように、BIは就労可能であるが就労困難な者に対して既存の公的扶助を拡充する際の参照点になり得る。
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